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Ⅰ.調査の概要

「経営発達支援計画」に基づき実施するもので、京丹波町地域の経営経済

動向を把握し、「経営状況の分析」及び「事業計画策定」における基礎

資料として活用する。

～

京丹波町商工会 会員事業所宛に調査票を郵送

⒈ 返信用封筒による現物回収

⒉ 調査票入力フォームによるオンライン回収

票 （会員事業所数）

票

⒈ 郵送による回答数 票

⒉ 持参による回答数 票

⒊ オンラインによる回答数 票

＜参 考＞

前回調査(令和４年度)回収票数 票/ 票

Ⅱ．回答結果 

【主たる地区】

地　区 回答数 構成比

丹 波

瑞 穂

和 知

町 外

合　計

（２） 調 査 の 方 法

実 施 期 間 ： 令 和 ５ 年 ９ 月 １ 日 令和５年９月３０日

実 施 方 法 ： ① 配 付 方 法

（１） 調 査 の 目 的

４０.４％）

回
収
内
訳

１２８

４

１８

１１２

② 回 収 方 法

配 付 票 数 ： ３７１

回 収 票 数 ： １５０ （ 回 収 率

５８ ３８.７％

２７ １８.０％

２ １.３％

３６５

※Ⅱ．回答結果に係る表記上の各構成比の数値は、小数点以下
第２位を四捨五入しているため、個々の集計値の合計は必ずしも
１００％とならない場合がある。（１） 事 業 者 情 報

６３ ４２.０％

１５０ １００.０％

回答事業者は「丹波地区」が42.0％と最も多く、次いで「瑞穂地区」が
38.7％、「和知地区」が18.0％となっている。

丹 波
42.0%

瑞 穂
38.7%

和 知 

18.0%

町 外
1.3%
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【主たる業種】

業　種 回答数 構成比

小売業 ３９

建設業他 ４０

サービス業 ３２

製造業 ２５

農林業 ８

卸売業 ４

不動産業 ２

合　計 １５０

【企業形態】

形　態 回答数 構成比

法 人 ７３

個 人 ７７

合　計 １５０

【代表者年齢】

年　齢 回答数 構成比

４０代以下 ２２

５０代 ４８

６０代 ４２

７０代以上 ３８

合　計 １５０

１６.７％

５.３％

２.７％

１.３％

１００.０％

回答事業者の業種構成は「建設業他」が26.7％、「小売業」が26.0％と両
業種で半分以上を占めており、次いで「サービス業」が21.3％、「製造
業」が16.7％となっている。

２６.０％

２６.７％

２１.３％

２５.３％

１００.０％

４８.７％

５１.３％

１００.０％

１４.７％

３２.０％

２８.０％

回答事業者の企業形態は「個人」が51.3％と「法人」48.7％よりやや多い。

回答事業者の代表者年齢は「50代」が32.0％と最も多いが、「60代」が
28.0％、「70代以上」が25.3％と60代以上で半分以上を占めており、高齢
者比率が高い傾向にある。

小売業
26.0%

建設業他
26.7%

サービス業
21.3%

製造業
16.7%

農林業
5.3%

卸売業
2.7%

不動産業
1.3%

法 人
48.7%

個 人
51.3%

４０代以下
14.7%

５０代
32.0%６０代

28.0%

７０代以上
25.3%
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【税務区分】

形　態 回答数 構成比

青 色 １３５

白 色 １５

合　計 １５０

【営業年数】

年　数 回答数 構成比

３年未満 ７

３年以上 １０年未満 ２０

１０年以上 １２３

合　計 １５０

【売上高】 [前年比] 【売上高】 [今後の見通し]

売上高 回答数 構成比 売上高 回答数 構成比

増 加 ３９ 増 加 ２３

横ばい ５３ 横ばい ７６

減 少 ５８ 減 少 ５１

合　計 １５０ 合　計 １５０

（２） 今 期 の 現 況

９０.０％

１０.０％

１００.０％

回答事業者の税務区分は「青色」が90.0％と大部分を占めている。

２６.０％ １５.３％

３５.３％ ５０.７％

３８.７％ ３４.０％

４.７％

１３.３％

８２.０％

１００.０％

回答事業者の営業年数は「10年以上」が82.0％と比較的業歴の長い事業者
が多く、10年未満の事業者は18.0％となっている。

１００.０％ １００.０％

青 色
90.0%

白 色
10.0%

３年未満
4.7%

３年以上 １０年未満
13.3%

１０年以上
82.0%
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【売上単価】 [前年比] 【売上単価】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

増 加 ４４ 増 加 ３１

横ばい ８１ 横ばい ９４

減 少 ２５ 減 少 ２５

合　計 １５０ 合　計 １５０

１６.７％ １６.７％

１００.０％ １００.０％

売上単価は前年比「横ばい」が54.0％であったが、次いで「増加」が

29.3％と約3割の事業者が値上げに踏み切っている。今後の売上単価につい

ても「横ばい」が62.7％ではあるが、「増加」が20.7％に対して「減少」

は16.7％となっており、今後も価格競争による懸念はあるものの物価高等

に値上げで対応しようとする傾向は続く見通しである。

売上高は前年比「減少」した事業者が38.7％と最も多く、次いで「横ば

い」が35.3％、「増加」した事業者は26.0％であった。今後の売上高につ

いては「横ばい」が50.7％、「減少」が34.0％と回答事業者の84.7％は、

コロナ収束に向けた需要の回復はあるものの、自社の今後の業況はまだま

だ厳しいものと考えている。

２９.３％ ２０.７％

５４.０％ ６２.７％

増 加
２６.０％

横ばい
３５.３％

減 少
３８.７％

【売上高】 [前年比]

増 加
１５.３％

横ばい
５０.７％

減 少
３４.０％

【売上高】 [今後の見通し]

増 加
２９.３％

横ばい
５４.０％

減 少
１６.７％

【売上単価】 [前年比]

増 加
２０.７％

横ばい
６２.７％

減 少
１６.７％

【売上単価】 [今後の見通し]
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【取引件数】 [前年比] 【取引件数】 [今後の見通し]

件　数 回答数 構成比 件　数 回答数 構成比

増 加 ２５ 増 加 ２０

横ばい ９１ 横ばい ８９

減 少 ３４ 減 少 ４１

合　計 １５０ 合　計 １５０

【仕入高】 [前年比] 【仕入高】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

増 加 ７３ 増 加 ６６

横ばい ５４ 横ばい ６１

減 少 ２３ 減 少 ２３

合　計 １５０ 合　計 １５０

１６.７％ １３.３％

取引件数は前年比「横ばい」が60.7％と最も多く、次いで「減少」が
22.7％、「増加」は16.7％であった。今後の見通しについても「横ばい」
が59.3％であるが、「減少」が27.3％と「増加」の13.3％を大きく上回っ
ており、取引先の廃業等による減少傾向は続くものと考えられる。

４８.７％ ４４.０％

３６.０％ ４０.７％

１５.３％ １５.３％

６０.７％ ５９.３％

２２.７％ ２７.３％

１００.０％ １００.０％

１００.０％ １００.０％

仕入高は前年比「増加」が48.7％と最も多く、次いで「横ばい」は
36.0％、「減少」は15.3％であった。今後の見通しについても「増加」が
44.0％と最も多く、国際情勢に関連した世界的な原材（燃）料の高騰の影
響は続くものと考えられる。

増 加
１６.７％

横ばい
６０.７％

減 少
２２.７％

【取引件数】 [前年比]

増 加
１３.３％

横ばい
５９.３％

減 少
２７.３％

【取引件数】 [今後の見通し]

増 加
４８.７％

横ばい
３６.０％

減 少
１５.３％

【仕入高】 [前年比]

増 加
４４.０％ 横ばい

４０.７％

減 少
１５.３％

【仕入高】 [今後の見通し]
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【仕入単価】 [前年比] 【仕入単価】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

増 加 １０５ 増 加 １０２

横ばい ４１ 横ばい ４４

減 少 ４ 減 少 ４

合　計 １５０ 合　計 １５０

【従業員数】 [前年比] 【従業員数】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

増 加 ８ 増 加 １３

横ばい １２２ 横ばい １２０

減 少 ２０ 減 少 １７

合　計 １５０ 合　計 １５０

２.７％ ２.７％

１００.０％ １００.０％

５.３％ ８.７％

７０.０％ ６８.０％

２７.３％ ２９.３％

仕入単価は前年比「増加」が70.0％と最も多く、今後の見通しについても
同様に「増加」が68.0％と、仕入高と同様に仕入単価の上昇傾向は今後も
続くものと考えている。

従業員数は前年比「横ばい」が81.3％と最も多く、今後の見通しについて
も「横ばい」が80.0％と、現状維持を考えている事業者が多いが、前年
比、今後の見通しともに「減少」が「増加」を上回っており、厳しい自社
の業況に合わせた雇用を考えている。

８１.３％ ８０.０％

１３.３％ １１.３％

１００.０％ １００.０％

増 加
７０.０％

横ばい
２７.３％

減 少
２.７％

【仕入単価】 [前年比]

増 加
６８.０％

横ばい
２９.３％

減 少
２.７％

【仕入単価】 [今後の見通し]

増 加
５.３％

横ばい
８１.３％

減 少
１３.３％

【従業員数】 [前年比]

増 加
８.７％

横ばい
８０.０％

減 少
１１.３％

【従業員数】 [今後の見通し]
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【借入金】 [前年比] 【借入金】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

増 加 ２１ 増 加 ２０

横ばい ９４ 横ばい ９３

減 少 ３５ 減 少 ３７

合　計 １５０ 合　計 １５０

【設備投資】 [前年比] 【設備投資】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

増 加 ３２ 増 加 ２６

横ばい ７９ 横ばい ８４

減 少 ３９ 減 少 ４０

合　計 １５０ 合　計 １５０

１４.０％ １３.３％

６２.７％ ６２.０％

２３.３％ ２４.７％

２６.０％ ２６.７％

１００.０％ １００.０％

設備投資は前年比「横ばい」が52.7％、次いで「減少」が26.0％、「増
加」は21.3％であった。今後の見通しについても「横ばい」が56.0％であ
るが、「減少」が26.7％、「増加」が17.3％と引き続き設備投資に慎重な
姿勢が見てとれる。

１００.０％ １００.０％

借入金は前年比「横ばい」が62.7％と大部分であり、次いで「減少」が
23.3％、「増加」は14.0％であった。今後の見通しについても同様の傾向
となっており、コロナ禍で膨張した借入金は、ゼロゼロ融資の返済も本格
化するためやや減少していくものと考えられる。

２１.３％ １７.３％

５２.７％ ５６.０％

増 加
１４.０％

横ばい
６２.７％

減 少
２３.３％

【借入金】 [前年比]

増 加
１３.３％

横ばい
６２.０％

減 少
２４.７％

【従業員数】 [今後の見通し]

増 加
２１.３％

横ばい
５２.７％

減 少
２６.０％

【設備投資】 [前年比]

増 加
１７.３％

横ばい
５６.０％

減 少
２６.７％

【借入金】 [今後の見通し]
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【資金繰り】 [前年比] 【資金繰り】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

好 転 １２ 好 転 １３

不 変 ９７ 不 変 ９３

悪 化 ４１ 悪 化 ４４

合　計 １５０ 合　計 １５０

【採算性】 [前年比] 【採算性】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

好 転 １８ 好 転 １８

不 変 ８４ 不 変 ７４

悪 化 ４８ 悪 化 ５８

合　計 １５０ 合　計 １５０

８.０％ ８.７％

資金繰りは前年比「不変」が64.7％と最も多いが、次いで「悪化」が
27.3％と「好転」の8.0％を上回っており、今後の見通しについても同様の
傾向が見られ、仕入価格上昇等のコスト増から資金繰りを懸念しているも
のと考えられる。

１２.０％ １２.０％

５６.０％ ４９.３％

３２.０％ ３８.７％

６４.７％ ６２.０％

２７.３％ ２９.３％

１００.０％ １００.０％

１００.０％ １００.０％

採算性は前年比「不変」が56.0％と最も多いが、次いで「悪化」が32.0％
と「好転」の12.0％を大幅に上回っており、今後の見通しについても「悪
化」が38.7％と増加している。資金繰りと同様に仕入価格上昇等のコスト
増から、採算を不安視している様子がうかがえる。

好 転
８.０％

不 変
６４.７％

悪 化
２７.３％

【資金繰り】 [前年比]

好 転
８.７％

不 変
６２.０％

悪 化
２９.３％

【資金繰り】 [今後の見通し]

好 転
１２.０％

不 変
５６.０％

悪 化
３２.０％

【採算性】 [前年比]

好 転
１２.０％

不 変
４９.３％

悪 化
３８.７％

【採算性】 [今後の見通し]

9



【業況感】 [前年比] 【業況感】 [今後の見通し]

単　価 回答数 構成比 単　価 回答数 構成比

好 転 ２０ 好 転 １８

不 変 ７２ 不 変 ６７

悪 化 ５８ 悪 化 ６５

合　計 １５０ 合　計 １５０

１．現在直面している課題（複数回答）

回答数 構成比

原材料費の高騰 ８９

売上減少 ６２

その他経費増 ４１

人件費増(賃上げ) ４０

店舗、施設の老朽化 ３３

取引先の減少 ３１

事業承継 ２９

資金繰り ２７

人材育成 ２４

価格転嫁 ２１

消費者ニーズへの対応 ２０

デジタル化の遅れ ２０

人手不足・求人難 １９

低価格競争 １８

３８.７％ ４３.３％

１００.０％ １００.０％

業況感は前年比「不変」が48.0％と最も多いが、次いで「悪化」が38.7％
と「好転」の13.3％を大幅に上回っており、今後の見通しについても「悪
化」が43.3％と増加している。採算性と同様に自社の業況を不安視してい
る様子がうかがえる。

（３） 経 営 課 題 等

１３.３％ １２.０％

４８.０％ ４４.７％

２０.７％

１９.３％

１８.０％

１６.０％

１４.０％

１３.３％

現在の経営課題や問題点

５９.３％

４１.３％

２７.３％

２６.７％

２２.０％

１３.３％

１２.７％

１２.０％

好 転
１３.３％

不 変
４８.０％

悪 化
３８.７％

【業況感】 [前年比]

好 転
１２.０％

不 変
４４.７％

悪 化
４３.３％

【業況感】 [今後の見通し]
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１．現在直面している課題（複数回答）［続き］

回答数 構成比

競合激化 １８

事業の廃止・縮小等 １７

生産性向上 １６

資金調達 １４

原材料不足 ９

知名度・認知度の低さ ８

特になし ６

在庫増 ５

人口減少 １

営業方針の模索中 １

原

材

料

費

の

高

騰

売

上

減

少

そ

の

他

経

費

増

人

件

費

増

(

賃

上

げ

)

店

舗

、

施

設

の

老

朽

化

取

引

先

の

減

少

事

業

承

継

資

金

繰

り

人

材

育

成

価

格

転

嫁

消

費

者

ニ

ー

ズ

へ

の

対

応

デ

ジ

タ

ル

化

の

遅

れ

人

手

不

足

・

求

人

難

低

価

格

競

争

競

合

激

化

事

業

の

廃

止

・

縮

小

等

生

産

性

向

上

資

金

調

達

原

材

料

不

足

知

名

度

・

認

知

度

の

低

さ

特

に

な

し

在
庫
増

人

口

減

少

営

業

方

針

の

模

索

中

89 62 41 40 33 31 29 27 24 21 20 20 19 18 18 17 16 14 9 8 6 5 1 1

59.3% 41.3% 27.3% 26.7% 22.0% 20.7% 19.3% 18.0% 16.0% 14.0% 13.3% 13.3% 12.7% 12.0% 12.0% 11.3% 10.7% 9.3% 6.0% 5.3% 4.0% 3.3% 0.7% 0.7%

現在の経営課題や問題点

５.３％

４.０％

３.３％

０.７％

現在直面している課題は「原材料費の高騰」が59.3％と最も多く、次いで

「売上減少」が41.3％、「その他経費増」27.3％、「人件費増（賃上

げ）」26.7％と続いている。原材料価格の高騰や円安の影響により、仕入

価格は上昇、または高止まりしている状態が続いており、エネルギー価格

上昇に伴う水光熱費の増加、最低賃金引き上げに伴う人件費増など、企業

を取り巻くあらゆるコストが上昇している中、逆に価格転嫁は進まず、

「取引先の減少」20.7％等から「売上減少」となっていることへの対応が

最大の経営課題となっている。また、他にも「店舗、施設の老朽化」が

22.0％、「事業承継」が19.3％となっており、業歴の長い事業者について

は、「設備」「人」ともに次世代へのバトンタッチが喫緊の課題となって

いる様子がうかがえる。

０.７％

１２.０％

１１.３％

１０.７％

９.３％

６.０％

89

62

41 40

33 31 29 27
24

21 20 20 19 18 18 17 16 14
9 8 6 5

1 1

59.3%

41.3%

27.3%

26.7% 22.0%

20.7%
19.3%

18.0%
16.0%

14.0%13.3%13.3%12.7%12.0%12.0%11.3%10.7%9.3%
6.0%5.3%4.0%3.3%

0.7%0.7%0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

現在の経営課題や問題点（150 件による複数回答）
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２．経営課題への対応策（複数回答）

回答数 構成比

値上げ ４３

新規市場・新規顧客の開拓 ３７

新商品・新サービスの開発 ２９

補助金活用 ２９

技術力・サービスの向上 ２８

価格交渉 ２８

特になし ２８

設備投資 ２５

後継者の育成・継承 ２５

賃上げ ２３

広告宣伝 ２１

既存市場・既存顧客の深掘り １９

新分野・多角化展開 １８

職場環境の改善 １６

教育訓練 １６

仕入先等の見直し １４

在庫削減・処分 １２

求人広告・人材紹介 １１

店舗、施設の建替え・移転 ９

超勤の削減 ５

ＤＸの推進 ４

借換え・リスケ ４

第三者承継(Ｍ＆Ａ) ３

値
上
げ

新

規

市

場

・

新

規

顧

客

の

開

拓

新

商

品

・

新

サ

ー

ビ

ス

の

開

発

補

助

金

活

用

技

術

力

・

サ

ー

ビ

ス

の

向

上

価

格

交

渉

特

に

な

し

設

備

投

資

後

継

者

の

育

成

・

継

承

賃
上
げ

広

告

宣

伝

既

存

市

場

・

既

存

顧

客

の

深

掘

り

新

分

野

・

多

角

化

展

開

職

場

環

境

の

改

善

教

育

訓

練

仕

入

先

等

の

見

直

し

在

庫

削

減

・

処

分

求

人

広

告

・

人

材

紹

介

店

舗

、

施

設

の

建

替

え

・

移

転

超

勤

の

削

減

Ｄ

Ｘ

の

推

進

借

換

え

・

リ

ス

ケ

第

三

者

承

継

(

Ｍ

＆

Ａ

)

43 37 29 29 28 28 28 25 25 23 21 19 18 16 16 14 12 11 9 5 4 4 3

28.7% 24.7% 19.3% 19.3% 18.7% 18.7% 18.7% 16.7% 16.7% 15.3% 14.0% 12.7% 12.0% 10.7% 10.7% 9.3% 8.0% 7.3% 6.0% 3.3% 2.7% 2.7% 2.0%

２８.７％

２４.７％

１９.３％

１９.３％

１８.７％

経営課題や問題点の対処方法

１８.７％

１８.７％

１０.７％

１０.７％

９.３％

８.０％

３.３％

２.７％

２.７％

２.０％

１６.７％

１６.７％

１５.３％

１４.０％

１２.７％

１２.０％

７.３％

６.０％

43 

37 

29 29 28 28 28 
25 25 

23 
21 

19 18 
16 16 

14 
12 11 

9 

5 4 4 3 

28.7%

24.7%
19.3%

19.3%

18.7%18.7%18.7%
16.7%16.7%

15.3%
14.0%

12.7%12.0%
10.7%10.7%

9.3%
8.0%7.3%

6.0%

3.3%2.7%2.7%2.0%
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

現経営課題や問題点の対処方法（150 件による複数回答）
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３．適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）の登録について

回答数 構成比

既に登録番号を取得済み、または取得予定 ９５

取引先から求められれば登録番号を取得する ２６

しばらくは様子見 ２１

登録申請せず、値引き交渉に応じる ５

登録番号を取得しない（該当しないも含む） ３

１５０

４．“ゼロゼロ融資”の利用・返済状況について

回答数 構成比

活用しなかった ９７

全額返済済み、または全額返済可能見込み ２６

条件変更や借り換え済み、または予定・検討中 １５

返済に不安、または難しい １２

１５０

「既に登録番号を取得済み、または取得予定」が63.3％と最も多いが、ま

だ取得していない事業者等が4割弱あるのは、回答事業者に占める個人事業

者の割合が51.3％であることが影響しているものと思われる。法人より個

人事業者の方が免税事業者であることが多いが、経過措置により、当分の

間は免税事業者からの課税仕入についても一定割合の仕入税額控除ができ

ることもあるため、まだ取得していない事業者は、しばらく状況を見なが

ら時間をかけて対応していくものと考えられる。

経営課題への対応策は「値上げ」が28.7％と最も多く、次いで「新規市

場・新規顧客の開拓」が24.7％、「新商品・新サービスの開発」が19.3％

と続いている。原材料費の高騰や人件費等の上昇によるコスト増を、まず

は値上げによる売上増で吸収し、取引件数の減少には、新規開拓や新商品

の開発による売上増でカバーするという対処方法を考えているものと思わ

れる。また「補助金活用」も19.3％あり、中小企業の経営課題を解決に導

く制度として有効と考えられている。

インボイス事業者登録状況

６３.３％

合　　計 １００.０％

融資の返済見通し

６４.７％

１７.３％

１０.０％

８.０％

１７.３％

１４.０％

合　　計 １００.０％

３.３％

２.０％

63.3%

17.3%

14.0%

3.3% 2.0%
インボイス事業者登録状況

既に登録番号を取得済み、または

取得予定

取引先から求められれば登録番号

を取得する

しばらくは様子見

登録申請せず、値引き交渉に応じ

る

登録番号を取得しない（該当しな

いも含む）
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Ⅲ.総　評
　ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギーや食料の供給制限に端を発した原材料

価格の高騰に加え、主要国の金融引き締めで2022年夏場以降、急速に円安が進行し

ており、企業の仕入価格は上昇、または高止まりした状況が続いている。また、現

下の中東情勢の状況次第では更なる物価高騰の可能性があり、日銀の金融政策修正

による今後の金利上昇も想定されるところである。

　一方、新型コロナウイルスの感染拡大から3年が経過し、社会経済活動は正常化

が進んでいるため、国内需要やインバウンドの回復により全国的な景況感は上昇し

つつある。特にコロナ禍で厳しい状況に置かれていた小売業や旅館・ホテル業等の

サービス業では、観光需要の急回復を受けて業況は大幅に上昇している。

　そうした中、地域経済に目を向けると、従来から人口減少と高齢化の進行により

経済・産業活動が縮小しており、今回の調査においても売上高は「横ばい」か「減

少」、取引件数についても「横ばい」か「減少」という回答が多かった。すなわ

ち、現在、都市部に見られるコロナ禍からの景気回復・需要回復の動きは、産業構

造の違いもあり、まだ京丹波町地域をはじめとする地方には及んでいないというこ

とであろう。しかし、原材料費の高騰や人件費その他の経費の増加については都市

部のみならず地域経済でも同様であり、今回の調査においても「現在直面している

課題」の項目として多くの回答数があったところである。

　これに対する「経営課題への対応策」としては「値上げ」に一番多くの回答数が

あったように、コスト増に見合う価格転嫁（値上げ）は企業が生き残っていくため

に重要な対応策であり、地域全体で価格転嫁が進むような取組みやサプライチェー

ン全体での取引環境の整備も必要であろう。

　そのためには自社なりの「適正な値上げ幅（いくら値上げすればいいのか？）」

の算定が必要であり、自社の利益率、経費率、損益分岐点比率等について事業者自

身が適時・的確に把握しておくことが肝要である。

コロナ融資（ゼロゼロ融資）について「活用しなかった」が64.7％と最も

多いのは、回答事業者には従業員数の少ない小規模事業者が多いことが影

響しているものと思われる。経営基盤が脆弱な小規模事業者は固定費をあ

まりかけずに経営していくことが求められるため、借りなかった、借りた

としても返済可能性を考慮し多額ではなかったものと考えられる。なお、

「返済に不安、または難しい」が8.0％あり、返済が困難な事業者のために

は公的な支援が求められる。

64.7%

17.3%

10.0%

8.0%
融資の返済見通し

活用しなかった

全額返済済み、または全額返済可能

見込み

条件変更や借り換え済み、または予

定・検討中

返済に不安、または難しい
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